
論文　RC骨組の地震時塑性率に及ぼす柱梁耐力比の影響

日比野　陽∗1・市之瀬　敏勝∗2

要旨：RC骨組について地震応答解析を行い，柱梁耐力比が柱や梁の塑性率に及ぼす影響につい

て考察した。層数や柱と梁の強度，地震動，階高をパラメータとし，柱の塑性化分布から層崩壊

機構を防ぐために必要な柱梁耐力比を求めた。解析結果から次の結論を得た。(1)明確な弱点階

を有する建物であっても，層崩壊機構を防ぐための柱梁耐力比の上限は存在する。(2)最大速度

1.0m/s程度の地震波において，明確な弱点階を有する建物の層崩壊機構を防ぐための柱梁耐力比

は，弱点階を有しない建物で必要な柱梁耐力比より 0.4～0.6程度大きい。(3)層崩壊機構を防ぐ

ための柱梁耐力比は，建物の強度分布が同じである場合には，地震力の大きさに影響を受ける。
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1. はじめに

建物の耐震安全性を確保するには，層崩壊機構

が生じないことが望ましい。

梁の全塑性モーメントに対する柱の全塑性モー

メントの比を求める柱梁耐力比は建物の崩壊機構

を制御する際に用いられてきた。柱梁耐力比は，

建物全体の強度分布を判断することはできないが，

各層毎に，層崩壊の余裕度を制御できる指標であ

り，層崩壊機構の判別には有効であるといえる。

必要柱梁耐力比は層数や，地震動の大きさに依

存すると同時に，要求水準に大きく依存する。す

なわち，1階柱脚を除く全ての柱を弾性域に収め

るための柱梁耐力比と，層崩壊機構を防ぐための

柱梁耐力比とでは大きく異なる1)–7)。前者は，非

現実的な耐力比となるため，本研究では，後者の

水準を対象とする。

既往の研究のほとんどは整形な構造物を対象と

している。不整形な骨組において，整形な建物と

同様に柱梁耐力比による評価が有効であるかにつ

いて検討する必要がある。そこで，本稿では，1階

の階高を主なパラメータとして，層崩壊機構を防

ぐために必要な柱梁耐力比について検討する。
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2. 解析モデル

解析モデルは，階高が全階一様なモデル（以下，

均等モデル）と，均等モデルの最下階の階高のみ

異なるモデル（以下，不均等モデル）を設定する。

均等モデルは，スパン 8 m，階高 4 m，各階重量

840 kNの 3，9層の純ラーメン構造とし，柱，梁

を材端弾塑性バネでモデル化した魚骨骨組とした。

復元力特性はトリリニア型の修正武田モデルとし，

降伏時剛性及び，降伏後剛性はそれぞれ，初期剛

性の 0.3倍，0.001倍，ひび割れ強度は，降伏強度

の 1/3倍とした。各階の柱と梁の断面 2次モーメ

ントは，次の 3条件のもとでベースシア係数が 0.2

となるとき，建物の全体変形角が 1/1000となるよ

うに定めた。

• ヤング係数= 2.1×104 N/mm2

• 梁の断面 2次モーメントは柱の 2倍とする（ス

ラブの影響を考慮）

• 各階の柱と梁の断面 2次モーメントは，Ai分

布によって定まる層せん断力の分布に比例さ

せる。ただし，基礎梁は 1階梁の 10倍とする。

粘性減衰は瞬間剛性比例型とし，減衰定数は弾性

1次モードに対して 5%とした。P−∆効果は考慮

しない。
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各部材の曲げ強度は，Ai分布および逆三角形分

布荷重による静的弾性解析を行い，ベースシア係

数が 0.3となるときの梁の曲げモーメントを梁の

曲げ強度とした。ただし，最上階の梁の曲げ強度

は直下の階の梁の 1.5倍とし，基礎梁の曲げ強度

は 1階の梁の 3倍とした。柱の曲げ強度は，各階

柱頭，柱脚の曲げモーメントの平均とした。（我が

国で逆三角形荷重が用いられることはないが，部

材の強度を Aiと少し変えた場合，という程度の意

味である。実際の建物の強度が必ずしも Ai分布に

従わない場合もあり，その影響を考慮するために

用いた。）

Ai分布，逆三角形分布により強度を定めたモデ

ルをそれぞれ，A，Tとし，骨組の層数を末尾に付

加して A3，T9のように命名する。最後に，各モ

デルについて，各階の柱に 35種類の強度係数 ψi

（0.5～2.2まで 0.05刻み）を乗じ，柱と梁の強度比

の異なるモデルを作成した。剛性はすべて同一と

した。

表 –1に ψi = 1.0の場合の柱と梁の強度を示す。

表中の柱梁耐力比は，「（節点上下の柱強度の平均

値）/（梁強度）の比（ACI規準8)と同じ定義）」と

する。中間階では柱頭・柱脚で上記の比を算出し，

そのうち小さい方を「当該層の柱梁耐力比」とす

る。最上階では柱脚のみ，最下階では柱頭のみで

評価する。

3. 入力地震波

入力地震波は，位相特性を一様乱数とした，「国

土交通省告示 1461号に定める極めて稀に発生する

地震動（レベル 2）の解放工学的基盤における応答

スペクトル」を満たす地震波を基準とし，ウェーブ

レット変換により，応答スペクトルは同様で，位相

特性のみ異なる模擬地震波を 50波作成した。模擬

地震波は，最大速度を 1.0m/sに基準化するため，

2倍して入力した。減衰定数 5%に対する模擬地震

波の加速度応答スペクトルを図 –1に示す。告示波

を用いる理由は，応答スペクトルが平坦で，地震

表 –１　強度設定 (kN·m)

Ai 逆三角形

3層骨組 (T1 = 0.3571 s)

曲げ強度 柱梁 曲げ強度 柱梁
柱 梁 耐力比 柱 梁 耐力比

3 706
869

1020

1.1 756
935

1067

1.1

2 1150 1.1 1260 1.1

1 1512 1.3 1512 1.3

9層骨組 (T1 = 0.6403 s)

曲げ強度 柱梁 曲げ強度 柱梁
柱 梁 耐力比 柱 梁 耐力比

9 396
494

704

876

1026

1153

1260

1316

1169

1.0 302
435

682

901

1087

1235

1344

1380

1199

1.0

8 618 1.0 570 1.0

7 800 1.0 806 1.0

6 956 1.0 1008 1.0

5 1094 1.0 1176 1.0

4 1216 1.0 1310 1.0

3 1326 1.0 1410 1.0

2 1424 1.0 1478 1.0

1 1512 1.3 1512 1.2

応答時の建物への特定の周波数特性による応答変

動の影響を排除できるからである。
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図 –１　加速度応答スペクトル (h = 0.05)

4. 階高の設定

柱の強度と剛性は前述のままとして，最下階の

階高を 1.5m～14mまで変化させる。ψi = 1.0の場

合について地震波 20波による応答解析を行った。

図 –2，図 –3に Aiモデルの最下階の階高と塑性率

の関係を示す。1，2階の柱頭の塑性率を細線で，

太線でそれぞれの平均を示す。

3層均等モデル（図 –2）において，1階の塑性
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図 –２　 1，2階柱頭の塑性率 (A3)
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図 –３　 1，2階柱頭の塑性率 (A9)

率は階高が 3 m以上になると急激に増加し，1階

に変形が集中し始める。階高が 6m以上になると，

塑性率は一定の値以上増加しなくなるが，その塑

性率は大きく，1階への変形集中が避けられなく

なる。また，2階の塑性率は，階高 3m以上になる

と，急激に減少する。9層均等モデル（図 –3）も

同様に，階高 6 m以上になると，1階に変形が集

中する。逆三角形モデルについても，Aiモデルと

同様に階高 6 m以上で，1階への変形集中が避け

られなくなった。

よって，不均等モデルにおける最下階の階高は，

3層，9層骨組ともに 6mと設定した。不均等モデ

ルは，階高以外は均等モデルと同様であり，強度

係数を乗じて，柱梁耐力比が変化する場合の塑性

率分布を考察し，階高が異なる建物であっても，柱

梁耐力比が有効であるか検討する。なお，階高を

変更したモデルの名称は均等モデルの末尾に「’」

をつけて表す。

5. 層間変形と層せん断力

外力を逆三角形分布荷重とし，荷重制御により

静的弾塑性解析を行った。強度係数を 0.5と 2.2と

した場合について，9層骨組の均等，不均等モデ

ルにおいて，層間変形の平均値が 1%になるまでの

解析結果を図 –4，図 –5，図 –6に示す。

Ai均等モデル（図 –4(a)）は，2～7階で層崩壊

を生じた。図 –4(b)では，全層で梁が降伏し，全

体崩壊機構を形成した。また，ψi = 0.5の逆三角

形均等モデル（図 –5(a)）では，全層で層崩壊機構

を形成し，ψi = 2.2の場合（図 –5(b)）では，全体

崩壊機構を形成した。ψi = 0.5の場合の逆三角形

不均等モデル（図 –6(a)）では，1階のみが層崩壊

を形成したが，ψi = 2.2の場合（図 –6(b)）では，

全層の梁が降伏し，全体崩壊機構を形成した。ど

のモデルも，強度係数が大きくなるにつれて崩壊

型が層崩壊型から，全体崩壊型へと変化した。
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図 –４　層間変形 –層せん断力関係 (A9)
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図 –５　層間変形 –層せん断力関係 (T9)
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図 –６　層間変形 –層せん断力関係 (T9’)
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6. 最大層間変形

地震応答解析から得られた最大層間変形を，強

度係数が 0.5，2.2の場合について図 –7，図 –8，図

–9に示す。©はその平均を表す。
Aiモデルと逆三角形モデルを比較すると，Aiモ

デルA9（図 –7(a)，(b)）よりも逆三角形モデルT9

（図 –8(a)，(b)）の方が頂部の変形が大きくなって

おり,強度分布による応答の違いが表れている。強

度係数が小さい場合（図 –7(a)，図 –8(a)）では，

最下階が弱点階となり，変形が集中する。対して，

強度係数が大きい場合（図 –7(b)，図 –8(b)）では，

柱梁耐力比が大きくなるため，最下階への変形集

中はなくなり，各層に変形が分散し，最大応答変

形は小さくなる。また，逆三角形不均等モデルT9’

（図 –9）では，ψi = 0.5では，1階の層崩壊が顕著
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図 –７　最大層間変形 (A9)
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図 –８　最大層間変形 (T9)
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図 –９　最大層間変形 (T9’)

であるが，ψi = 2.2（図 –9(b)）では，1，2階の変

形が他階よりも大きいが，図 –9(a)と比較すると，

その変形は小さく，層崩壊は生じていない。1階

階高を 9 mにした場合も層間変形の分布はほとん

ど同じであった。

7. 塑性化分布と柱梁耐力比（均等モデル）

均等モデルの各階の塑性率と柱梁耐力比の関係

を図 –10～図 –13に示す。層崩壊の有無を調べる

ため，塑性率は各階の柱頭・柱脚のうち小さい方

を用いた。また，地震波の違いによる応答のバラ

ツキを考慮するため，50波による地震応答解析結

果の平均値に，標準偏差を加えた値とした。

図 –10，図 –11より，Ai，逆三角形 3層モデル

を比較すると，両モデルとも，柱梁耐力比が 2以

上になると，おおむね各階の塑性率は 1以下とな

り，その変形は弾性範囲内に収まる。詳しくみる

と，逆三角形モデルでは，1階の塑性率が Aiモデ

ルよりも大きい。これは，強度設定に起因するも

のと考えられ，2～3階の強度が Ai モデルより高

く，1階に変形が集中してしまうためである（表

–1参照）。
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図 –10　柱の塑性率 (A3)
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図 –11　柱の塑性率 (T3)
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Ai 9層モデルA9（図 –12）では，柱梁耐力比 1.3

以上で全階の柱の塑性率がほぼ 1以下になり，層

崩壊が生じなくなる。同様に，逆三角形 9層モデ

ル T9（図 –13）では，柱梁耐力比 1.7以上で塑性

率がほぼ 1以下になる。また，Ai，逆三角形モデル

を比較すると，9階の塑性率の変化が大きく異な

ることがわかる。Ai モデル A9では，柱梁耐力比

が変化しても，9階はほとんど塑性化していない

が，逆三角形モデル T9では，9階も他階と同様に

塑性率が柱梁耐力比とともに大きく変化する。原

因として，3層骨組と同様に，強度設定の違いに

よる影響がある。Aiモデルは頂部の強度が他階と

比べて大きいため，柱梁耐力比に関わらず，変形

が小さいといえる。

以上をまとめると，相対的に弱い階において層

崩壊を防ぐためには，大きな柱梁耐力比が必要で

あるといえる。
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図 –12　柱の塑性率 (A9)
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図 –13　柱の塑性率 (T9)

8. 塑性化分布と柱梁耐力比（不均等モデル）

不均等モデルの各階の塑性率と柱梁耐力比の関

係を図 –14，図 –15に示す。1階の階高を 9 mと

した場合について，図 –16に示す。また，地震力

の影響を考慮するため，地震波を 0.5m/s入力した

場合（最大速度 0.5m/s）について図 –17，図 –18

に示す。塑性率は各階の柱頭・柱脚のうち小さい

方を用い，解析結果の平均に標準偏差を加えた値

とした。

逆三角形 3層モデル T3’（図 –14）の 1階の塑

性率は，柱梁耐力比が 1.5～2.0で大きく減少する。

柱梁耐力比が 2.2以上になると塑性率はほぼ 1と

なり，層崩壊が生じなくなる。また，2，3階は，塑

性率が柱梁耐力比に関わらず，常に 1以下となり，

層崩壊を生じない。逆三角形 9層モデル T9’（図

–15）の 1階の塑性率も 3層モデルと同様な傾向

を示し，柱梁耐力比が 2以上になると，塑性率は

1以下になる。一方，7，8，9階は，柱梁耐力比が
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図 –14　柱の塑性率 (T3’)
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図 –15　柱の塑性率 (T9’)
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図 –16　柱の塑性率 (T9’ 9m)
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1以下の場合に塑性化するが，柱梁耐力比が 1以

上になると，1階を除く全ての階が層崩壊を生じ

ない。Aiモデルについても，逆三角形モデルと同

様の傾向を示し，必要柱梁耐力比は 2となった。

また，1階の階高が 9mの場合（図 –16）につい

ても階高 6mとした場合（図 –15）と同様に，1階

の塑性率は柱梁耐力比 2以上で 1以下になる。他階

はいずれの柱梁耐力比でも層崩壊を生じない。こ

の結果から，明確な弱点階が存在する建物であって

も，必要柱梁耐力比には上限が存在するといえる。

地震波を 0.5m/s入力した場合における逆三角形

3層モデル T3’（図 –17）では，1階の塑性率は図

–14，図 –15と比較して小さく，柱梁耐力比に対

して緩やかに減少する。そして，塑性率は柱梁耐

力比 1.8で 1以下になる。他階の塑性率は，柱梁耐

力比が小さい場合（0.5付近）でも塑性化しない。

これは，地震力が半分になった影響であるといえ

る。逆三角形 9層モデル T9’（図 –18）も 1階の

塑性率は緩やかに減少するが，柱梁耐力比 1.5以

上で 1以下になる。地震力を半分にすると，必要

柱梁耐力比は減少することは明らかであり，この

結果は均等モデルにおいても同様であった。
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図 –17　柱の塑性率 (T3’ 0.5m/s)
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図 –18　柱の塑性率 (T9’ 0.5m/s)

以上の結果から，不均等モデルにおいて層崩壊を

防ぐためには，階高が一様な建物の必要柱梁耐力

比を 0.4～0.6程度大きくする必要があるといえる。

9. まとめ

本稿では柱梁耐力比と塑性率分布の関係につい

て検討を行った。得られた知見を以下に示す。

(1) 強度が相対的に弱い階が存在すると，層崩壊

機構を防ぐために大きな柱梁耐力比が要求さ

れるが，明確な弱点階が存在する建物であっ

ても，その上限は存在する。

(2) 最大速度 1.0m/s程度の地震波において，明確

な弱点階を有する建物の層崩壊機構を防ぐた

めに必要な柱梁耐力比は，弱点階を有しない

建物で必要な柱梁耐力比より 0.4～0.6程度大

きい。

(3) 層崩壊機構を防ぐための柱梁耐力比は，建物

の強度分布が同じである場合には地震力の大

きさによって大きな影響を受ける。
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